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１．事業者健診データ等の取得にかかる変更の背景
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１．変更の背景

令和６年度事業者健診データ等の取得に関して、変更の背景は以下のとおりです。

◆ 変更の背景

〇定期健康診断等及び特定健康診査等の実施に係る事業者と保険者の連携・協力事項

令和５年３月31日付で厚生労働省から「『定期健康診断等及び特定健康診査等の実施に係る事業者

と保険者の連携・協力事項について』の一部改正について」の通知（以下、「国の改正通知」という）が発

出されました。内容としては、令和４年１月１日から施行された健康保険法の改正や「40歳未満の事業

主健診情報の活用促進に関する検討会」等における議論を踏まえたものとなっています。

その通知では令和６年４月１日以降の「一般健康診断問診票（以下、「問診票」という）」や「健康診断結

果提供依頼書（以下、「提供依頼書」という）」のひな形が新たに示されました。

〇第４期制度改正

令和６年度から始まる第４期特定健診・特定保健指導に伴い令和５年３月31日付で厚生労働省から

「標準的な健診・保健指導プログラム（令和６年度版）」「特定健康診査・特定保健指導の円滑な実施に向

けた手引き（第４版）」が示されました。
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１．変更の背景

国の改正通知の主な内容

1.定期健康診断等の結果の情報提供等の事業者と保険者の連携の基本的な考え方

・健康保険法の改正によって４０歳未満の定期健康診断等の結果が取得可能となっている。

2.定期健康診断等及び特定健康診査の実施と保険者への情報提供の方法等

・問診は「問診票」を用いて行い、その結果を保険者に提供すること。

・事業者において健診結果は電磁的な方法により保存及び管理することが望ましい。

・事業者は自ら健診結果を保険者へ提供することが困難な場合は、事業者に代わり健診機関が

保険者に健診結果を提供することについて、契約書のひな形を参考に契約を取り決めること。

・保険者は「提供依頼書」を参考にし、事業者の同意を得た上で健診結果の提供を受けること。

・健康保険法等の規定に基づき、健診結果（特定健康診査及び特定保健指導の実施に関する基

準第２条に定める項目に含まれない項目も含む。）を提供する場合についても本人の同意は

不要である。

※令和５年３月３１日付「『定期健康診断等及び特定健康診査等の実施に係る事業者と保険者の連携・協力事項について』の一部改正について」参照
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２．令和６年度事業者健診データ等の取得の主な変更点
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２．令和６年度事業者健診データ等の取得の主な変更点

① 実施要綱・事務処理要領

参考 別途お送りしているCD-Rに収録されている「事業者健診データ等取得実施要綱」をご覧ください。

これまで、事業者健診データの取得に関しては、

具体的な取得方法等について「事業者健診データ

作成業務委託要領」としてお示ししていました。

それに対して、生活習慣病予防健診など事業者健

診以外の健診については「実施要綱」「事務処理要

領」として、より具体的にお示しています。

そこで、令和６年度からは「委託要領」を他の健

診と同様に「実施要綱」「事務処理要領」に変更し、

より具体的にお示しします。
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２．令和６年度事業者健診データ等の取得の主な変更点

② 40歳未満のデータ取得

健康保険法の改正により４０歳未満の事業者健診データ等の取得が可能となりました。

健診機関においては、支部からの提供依頼データの中に４０歳未満の方が含まれている場合はご対応

をお願いします。

○ 実施要綱・事務処理要領への反映

根拠法令に健康保険法を追記するほか、４０歳以上７５歳未満の記載を削除し、年齢制限なく取得できるように変更します。

新 旧

１．目的
この要綱は、協会支部が、高確法や健康保険法に基づき事業者等

から事業者健診データ等を取得するにあたっての基本的な考え方や
その他留意すべき点などを示すことで、事業者健診データ等の取得
業務を適切に実施することを目的とする。

２．取得対象者及び取得対象となる健診項目等
（１）取得対象者
事業者健診の受診日において協会けんぽの加入者資格を有する者

の、次のいずれかを満たす事業者健診データ等を取得する。

・
・
・

１．本指針の目的
本指針は、協会支部が、高確法に基づき事業者等から事業者健診

データ等を取得するにあたっての基本的な考え方やその他留意すべ
き点などを示すことで、事業者健診データ等の取得業務を適切に実
施することを目的とする。

２．取得対象者及び取得対象となる健診項目等
（１）取得対象者
事業者健診の受診年度において、４０歳以上７５歳未満（７５歳

の誕生日の前日までの方）の協会の加入者であって、次のいずれか
を満たす事業者健診データ等を取得する。

・
・
・

※上記の新旧対照表は一例であり、このほかの項目においても健康保険法の追記と４０歳以上７５歳未満の記載の削除を軸に変更します。

参考 「事業者健診データ等取得実施要綱」２ページをご覧ください。
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２．令和６年度事業者健診データ等の取得の主な変更点

③ 第４期制度改正に伴う変更点

第４期特定健診・特定保健指導の内容を踏まえ、健診項目が変更となります。

◆ 変更、追加点

・ 空腹時中性脂肪が測定できない場合における随時中性脂肪の測定

・ 肝機能等の検査項目名の変更

・ 質問票項目名の変更

④ データの取得方法

◆ 事業者健診データの取得については、引き続き、国の改正通知に基づく提供・運用

スキームに沿った取得（契約書のひな形及び「提供依頼書」の活用）を推進します。

◆ 契約書のひな形が使用できない場合は、「提供依頼書」を活用し、事業所の同意を

得た上で事業者健診データを取得することとします。

◆ 令和６年度以降、神奈川支部が事業所より取得する際に使用する委任状（同意書）

については、国から示された「提供依頼書」を活用します。

健診機関においては、現在使用している様式の見直しを行ってください。
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参考

厚生労働省労働基準局長・保険局長通知『「定期健康診断
等及び特定健康診査等の実施に係る事業者と保険者の連
携・協力事項について」の一部改正について』（基発0731
第１号・保発0731第４号）をご覧ください。

【参考資料】問診票（一般健康診断問診票）

「問診票」は本人から記号番号等の情報を

取得できることに加えて、標準的な質問票

の22項目を取得できます。

健診機関においては、当該「問診票」を

ご活用いただくようお願いします。

〇第４期特定健診・特定保健指導では標準的な質問票の

質問項目が変更されました。

それに伴い国の改正通知の「問診票」の質問項目も

変更されています。
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参考 「事業者健診データ等取得実施要綱」33ページをご覧ください。

【参考資料】提供依頼書

健診機関において、現在使用している

委任状（同意書）の様式の見直しを

行ってください。
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３．事務処理に関する依頼事項
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３．事務処理にかかる依頼事項

① 事業者健診結果データの早期提供について

事務処理要領において、健診機関は事業者健診実施後3か月以内に事業者健診結果データを

収録した電子媒体等を納品することとしています。

早期かつ効果的な特定保健指導の実施に結び付ける観点からも、早期にデータの提供を

お願いします。

参考 「事業者健診データ等取得実施要綱」３０ページをご覧ください。

② 請求書の様式について

令和５年１０月にインボイス制度が開始され、事業者健診データの作成にかかる費用等の請求

についても、インボイス制度に対応した請求書（適格請求書）を使用することとなりました。

費用等の請求の際は、令和５年１０月２６日付で健診機関あてにお送りしましたインボイス制度

に対応した請求書等の様式にてご提出をお願いします。

参考 別途お送りしているCD-Rに収録されている「事業者健診 様式集」をご覧ください。
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４．連絡事項
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４．連絡事項

① 委託契約書の取り扱いについて

委託契約書の変更に伴い、令和６年度はあらためて契約書を取り交わします。

令和６年３月中旬頃、委託契約書をお送りする予定です。

②支払いに関するお知らせの送付終了について

これまで事業者健診データ作成費用等について、支払額や支払日のお知らせをお送りして

いましたが、令和６年3月末をもって終了します。

令和6年4月以降の入金状況につきましては、通帳記入もしくはインターネットバンキング等

にてご確認をお願いします。

③ 被扶養者様の健診結果提供データについて

事業者健診データは、協会けんぽの被扶養者であれば、お勤め先での健診結果を提供いた

だくことが可能です。

その際は、健診機関において、受診時の保険証の記号・番号及び被扶養者番号の確認作業

が必要になります。
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４．連絡事項

④ データの廃棄・消去

事務処理要領において、健診機関は事業者健診結果データ

の提供等業務の実施に関して入手した個人情報や機密情報は、

契約終了後に廃棄・消去し、神奈川支部に対し廃棄等を行った

ことを証する「終了時検査報告書」を速やかに提出しなければ

ならないこととしています。

結果データの提供完了後は「終了時検査報告書」の提出を

お願いします。

参考 「事業者健診データ等取得実施要綱」30ページ及び35ページをご覧ください。

「事業者健診データ作成対象者一覧データ（保険証の記号・
番号等）」は、ＣＤ－Ｒにてお送りしています。
健診機関において、対象者一覧データ確認後、すみやかに
ＣＤ－Ｒをご返却くださいますようお願いします。

15



機密性2

健診機関の皆様には日頃より、事業者健診データの取得
及び作成にご協力いただき、厚く御礼申し上げます。

しかしながら、神奈川支部の事業者健診データの取得率は
全国平均の半分以下であり、取得率をさらに向上していく
必要があります。

健診機関の皆様からの、さらなるご協力をよろしくお願い
申し上げます。
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